
主な施策の取組状況

■事業主体や担い手の役割
（No.1～No.15）

■ 地域特性の発揮
（No.16～No.30）

■ 住情報の提供・住教育
（No.31～No.41）

第13回基本政策部会
資料５



■事業主体や担い手の役割



＜事業主体や担い手の役割＞

○居住支援法人の指定（法第59条関係） ４７法人 ※指定権者：都道府県

１）住宅セーフティネット

名 称 業務区域 名 称 業務区域 名 称 業務区域

ホームネット(株) 府全域
(一社)

GreenHand
京都市 (株)アイバード 京都市

(一社)きょうのくらし
がかり

京都市 (株)ハチノジ 京都市
(合)オフィスルピナ

ス
京都市

(有)京都くらし支援
センター

京都市
(株)フラットエージェン

シー
京都市 (株)あかり 府全域

(一社)my 
whereabouts

京都市 ㈱ホーム・ライフ 京都市 (株)都ハウジング
京都市、宇治市、長岡京市、
向日市、八幡市、城陽市、

久御山町

(一社)高齢者住宅支援
連絡会

京都市、向日市、長岡京市
(一社)京都高齢者
サポート協会

府全域 (一社)ルトレッフル 府全域

Rennovater(㈱) 府全域 (一社)絆 府全域
(一社)くらしの解決

研究所
府全域

(株)永都 京都市 美庄(合) 京都市、宇治市、久御山町 (株)レクスド 京都市

(株)居場所 京都市 Ｋ’ｓＳｔｕｄｉｏ(合)
京都市、亀岡市、向日市、

長岡京市
(同)Ionear 京都市

１． 【京都府】住宅セーフティネット制度施行状況 ［2025（Ｒ８．１．27時点］ 〈更新〉



2． 【京都府】住宅セーフティネット制度施行状況 ［2025（Ｒ８．１．27時点］ 〈更新〉

＜事業主体や担い手の役割＞

○居住支援法人の指定（法第59条関係） ４７法人 ※指定権者：都道府県

１）住宅セーフティネット

名 称 業務区域 名 称 業務区域 名 称 業務区域

株)Y ’ｓ

京都市、亀岡市、宇治市、
城陽市、京田辺市、
井手町、精華町、長岡京市、
向日市、久御山町

(一社)ひろがるエール 京都市
NPO法人アライアン

ス
京丹後市、
与謝野町、宮津市

NPO法人happiness 京都市 (株)ワーカ商店
京都市、宇治市、城陽市、
八幡市、京田辺市、
久御山町

NPO法人あおのそら
協会

京都市、向日市、長岡京市、
亀岡市、宇治市

(一社)最喜 京都市、向日市、長岡京市 (株)TOKISADA 京都市、綾部市、京丹波町 (株)すむ管理
京都市、向日市、長岡京市、
大山崎町、亀岡市

(株)ランドスタイリン
グ

京都市、宇治市、城陽市、
八幡市、京田辺市、
木津川市、
久御山町

(株)リアルスタイル 京都市 Progress(株) 京都市

(同)セブンスターズ 京都市
(一社)京都障害福祉サー

ビスセンター
京都市 （一社）実のなる樹

京都市、宇治市、城陽市、
久御山町、京田辺市、
八幡市、亀岡市、南丹市

(株)ヤマショウ
京都市、宇治市、城陽市、
八幡市、久御山町

(一社)あんしん生活
協議会

精華町、笠置町、和束町、
南山城村

(株)ダイアモンド
ヘッド

京都市、向日市、宇治市、
長岡京市、八幡市、亀岡市、
城陽市、京田辺市、
久御山町、精華町

(同)ＳＨＵＪＵ 京都市 (株)７０３ 京都市
(株)ナーシングケア

M.J
京都市、宇治市、
久御山町、八幡市

ジェイリース(株) 府全域
(公財)ソーシャルサービ

ス協会
京都市



3． 【京都府】京都府居住支援協議会による取組状況〈再掲〉

＜事業主体や担い手の役割＞

○地域連携会議の開催

   地域における地方公共団体、不動産関係団体、福祉関係団体等が連携した取組の促進として、

 Ｈ２８年度から実施

１）住宅セーフティネット

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

福知山市 ● ● ●★

宇治市 ● ● ●★ ※

長岡京市 ● ● ●★ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

亀岡市 ● ● ●★

八幡市 ● ● 延期 ●★

向日市 ● 延期 ● 延期 ●★

城陽市 ● 延期 ● ●★

京田辺市 ● 延期 ● ●★ ◎ ◎

綾部市 ● ● ●★

南丹市 ● ● ●

●地域連携会議 ★住み替え相談会 ※宇治市居住支援協議会設立 ◎市独自の取組として相談会を開催



4． 【京都府】京都府居住支援協議会による取組状況

＜事業主体や担い手の役割＞１）住宅セーフティネット

府内各市町村域の実情に応じた居住支援の取組の促進を図るため、地域の居住支援関係者※の

連携を支援するための地域連携会議を開催

※「地域の居住支援関係者」とは・・・
・高齢者等入居サポーター等の不動産業者
・社会福祉協議会（実施市社会福祉協議会及び府社会福祉協議会）
・実施市の地域包括支援センター
・居住支援法人
・地方公共団体（府及び実施市の福祉・住宅部局） 等

○ 内 容
・京都府居住支援協議会から制度概要や取組事例の情報提供
・居住支援活動における相談事例（意見交換） 等

○ 地域連携会議 開催風景

（R4年度 綾部市）

地域連携会議開催地域において、より実効的な取り組みとし

て、連携会議参加者が相談員となり高齢者等の住み替え相談

会を開催

○地域連携会議（R6年度開催市：南丹市・京田辺市 ） 

○高齢者等の住み替え相談会

(R6年度開催市：京田辺市・長岡京市) 



5． 【京都府】高齢者等入居サポーター登録制度〈再掲〉

＜事業主体や担い手の役割＞１）住宅セーフティネット

2020（R2） 2021（R3） 2022（R4） 2023（R5）

登録数（名） 40 45 54 52

○高齢者等入居サポーターの登録【Ｈ２７年度～】

 高齢者等の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため、民間賃貸住宅の賃貸人及び民
間賃貸住宅への入居を希望する高齢者等に対する助言並びに安心居住を推進する各種制度の
情報提供等努める高齢者等入居サポーターを登録。

高齢者等入居サポーター

高齢者等への
情報提供・助言

賃貸人への
情報提供・助言



6． 【京都府】京都府府営住宅ストック公民連携活用事業

＜事業主体や担い手の役割＞１）住宅セーフティネット

○事業目的
 府営住宅空き住戸等の利活用について、民間事業者等から提案を募り、子育て支援、地域

活性化、産業成長等の公益性のある利用に供することにより、収入確保をはじめ府有資産の
有効活用や団地コミュニティの活性化、ひいては府民サービスの向上・施策効果の拡大を図
る。

○対象者
 提案の実施主体となる意思と能力がある者
 ⇒民間事業者、市町村、ＮＰＯ、各種団体など、法人・個人、営利・非営利を問わず応募

○ 募集する提案内容
① 府民サービスの向上・施策効果の拡大に資する公益的な利活
② 団地自治会が行う諸活動への協力

○ 活用できる府営住宅ストック
概ね２年以上の長期間応募がない空き住戸等
※団地入居者の日常生活に支障がないこと、団地自治会と事前協議することなどを活用

 要件としている。



7．【京都市】民間事業者と連携した市営住宅の若者・子育て世帯向けリノベーション事業

「愛称：こと×こと」 〈再掲〉

＜事業主体や担い手の役割＞

 ○概要

・市営住宅の空き住戸を、若者・子育て世帯向けにリノベーション

・民間事業者の資金・ノウハウを活かして整備

・子育て世帯が住みやすい設計に配慮

・若者・子育て世帯の更なる定住・移住の促進及びコミュニティ活性化

２）子育て支援

令和５年５月～開始
全国初の取組み

区名 R５第１回 R５第２回 R６第１回 R６第２回 R７第１回 合計

山科区 1８ １５ ０ ２１ ２５ ７９

伏見区 ０ ５ １９ ３１ ２０ ７５

右京区 ８ １１ １１ ０ ５ ３５

西京区 ２ ５ ０ ０ ０ ７

南区 ７ ０ ０ ０ ０ ７

北区 ０ ４ ０ ０ ０ ４

【実績】 決定戸数 京都市のホームページより引用

（R7.7.1時点）



３）既存ストック

8．【参考】【京都市】既存住宅のすまい探しやリフォーム等に関する相談体制〈再掲〉

＜事業主体や担い手の役割＞

○京都市すまいの事業者選定支援制度
（安すまパートナー選定支援制度）

京都市内で既存住宅の購入・改修を検討されている方に対して、すまい探しやリフォーム等に詳
しく、安心して相談ができる市登録の事業者（「安すまパートナー」）の情報提供等を行い、市民の
事業者選定を支援

【制度概要】

不動産事業者、建築士事務所、工務店、瓦・板金事業者

【登録状況】（R7.9時点）

業種 事業者数（社）

不動産事業者 ２３

建築士事務所 ２４

工務店 ２６

瓦・板金事業者 ２４

【登録事業者】

※京都市内に事業所設置、公益性や実績等の要件を満たし、講習会を受講した事業者



9．【京都府・市】マンション管理に関する府と市の役割〈再掲〉

４）マンション ＜事業主体や担い手の役割＞

マンション管理の関連団体
マンション管理センター
マンション管理業協会
日本マンション管理士連合会 等

自主的な組織運営

国

• 基本方針の策定

京都府

町村域の
• 管理適正化推進計画の作成
• マンション管理計画の認定
• 助言・指導等

マンション
管理組合

マンション管理士

• 管理組合等への

助言・指導

• マンション管理に関する相談、各種情報提供
• 管理組合等のサポート、ガイドライン等の提供
• 技術的支援
• 管理計画認定、管理状況評価等の情報公開
等

府内各市

市域の
• 管理適正化推進計画の作成
• マンション管理計画の認定
• 助言・指導等

登録

助言

適正な管理の支援

連携

支援

＜各主体の主な役割＞

助言・指導

研修

▐ 府内マンション施策担当者連絡会議

○ 目的： 法改正概要やマンション行政に関する先
進事例、管理適正化推進計画検討事例の共有
により市の取組促進を図る

○ 開催状況：令和４年２月、8月
令和５年１月、9月
令和６年２月、12月

（イメージ図）



10．【京都市】マンション管理の適正化に関する取組み（その１） 〈再掲〉

４）マンション

■分譲マンション管理アドバイザー派遣

年度 件数 派遣回数

2020（R2） １０ ２３

2021（R3） ８ ２８

2022（R4） １１ ２４

2023（R5） １１ ２１

2024（R6） １２ ３２

＜事業主体や担い手の役割＞

■管理計画認定事前チェックサービス

マンション管理認定計画をより多くのマンション
に受けてもらえるよう、京都府マンション管理士
会に所属するマンション管理士が、管理計画認
定申請の際に 必要な書類をチェックし、認定基

準の１６項目ごとに適合状況を確認するサービ
ス

事前チェックの結果で気になる項目や不適合箇
所の見直しを希望する場合は、 「京都市分譲マ

ンション管理アドバイザー派遣」を併用し、結果
の解説を受けることも可能

マンションの適切な維持管理等の管理組合の
取組を支援するため、分譲マンションの管理運
営、大規模修繕の進め方等に関するアドバイ
ザー(マンション管理士等)を派遣

【派遣回数】

最大４回まで（１回あたり９０分程度）

【費用負担】

派遣１回あたり2,000円（交通費相当）

【派遣実績】 【費用負担】無料

※「京都市分譲マンション管理アドバイザー派
遣」を併用する場合は、派遣１回当 たり2,000
円を負担

年度 件数

2023（R5） １０

2024（R6） ７

【件数】



11．【京都市】マンションの再生の円滑化の推進 〈再掲〉

４）マンション ＜事業主体や担い手の役割＞

○おせっかい型支援(高経年マンション専門家派遣事業)

（１）事業対象  「要支援マンション」及び「要支援予備マンション」
（２）実施形態 NPO法人マンションサポートネットへの業務委託

※マンション管理士、建築士及び法律職等、マンション管理支援に必要な幅広い専門知識を有する人材が所属

（３）委託概要
（ア）専門家派遣
要支援マンションを対象に、マンション管理士、建築士、司法書士等を派遣し、管理組合運営の適正化に
向けた支援を実施する。専門家を派遣するマンションは京都市・ NPO法人の双方協議のうえ対象マンショ
ンの中から10マンション程度を選定し、 外部役員派遣と合わせて合計50回程度(1回2時間程度)を派遣

(具体的内容)
・ 会計業務の適正化に必要な助言及び実務支援
・ 区分所有権や相続・登記等の権利関係の問題解決等

（イ）外部役員派遣
要支援マンションのうち理事会の運営に支援が必要なマンションを対象に、外部役員として専門家を派遣
し、管理組合の運営に関する実務を担いながら、原則として２ヵ年以内に区分所有者が主体的に判断し、
管理組合を運宮できるよう誘導

(具体的内容)
・ 理事会、専門委員会及び総会の運営
・ 建物の劣化状況に応じた修繕計画の策定、工事に向けた合意形成等

（ウ）現状把握(ヒアリング・外観謂査)
契約年度の末までに、要支援・要支援の予備マンションの全てを対象に、マンション管理士、建築士等によ
り各マンションの現状(改善・悪化)状況を把握し、グループの再分類を行う



12．【京都府・市町村】空家等対策に関する府と市の役割〈再掲〉

５）空家 ＜事業主体や担い手の役割＞

市町村
• 空家等対策計画の策定（任意）
• 空家等に関する対策の実施

空き家等に係る実態調査
空き家の活用及び除却の促進（所有者への働きかけ）
管理不全空家に対する措置（指導・勧告）
特定空家等に対する措置（指導・勧告・命令・代執行）
空家管理活用支援法人の指定

国 基本指針
財政支援

関
係
団
体

京 都 府

情報提供
技術助言
連絡調整（※）

京都府の役割

• 府内２６市町村を対象とした連絡調整会議（情報
共有・先進事例紹介等）の開催
【直近開催】R4.2,R5.2,9,12

R6.11(南部・北部),12(オンライン)

• 市町村の担当者向け研修
【直近開催】R4.5,R5.7,R6.5,R7.9（南部・北部）

空家等対策の推進に関する特別措置法 第４条（地方公共団体の責務）

１ 市町村は、空家等対策計画の作成、空家等に関する対策の実施その他の空家等に関して必要な措置を適切に講ずるよう

努めなければならない。

２ 都道府県は、空家等に関しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術的

な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。 

連携

これまでの支援 ※強化

（イメージ図）

→新たに地域単位別で開催

•空家管理活用支援法人の活用促進
先進的な地方公共団体の取組紹介

•所有者への啓発の促進
すぐに活用できる啓発ツールの提示
・京都宅建ｃｈ
  「空き家トラブルにならない管理と活用!!」
・R7.3 空き家無料相談会×活用セミナー

法改正を踏まえた支援 ※追加



13．【市町村】空家等対策による取組み（その４） 〈再掲〉

○空家等管理活用支援法人

空家等対策の推進に関する特別措置法 第23条第１項

市町村が、空家の活用や管理に取り組むNPO法人、社団法人、会社等を「空家等管理活用支援法人」
に指定。当該法人が所有者への相談対応や、所有者と活用希望者のマッチングなどを行う。

【空家等管理活用支援法人の指定状況（R7.9.30時点）】

５）空家 ＜事業主体や担い手の役割＞

市町村 指定日 支援法人名 支援法人の属性

NPO 社団 財団 会社 その他

京都市

2024/4/30 （公社）京都府宅地建物取引業協会 〇

2024/4/30 （一社）京都府不動産コンサルティング協会 〇

2024/4/30 （NPO）京町家再生研究会 〇

2024/4/30 （公社）全日本不動産協会 〇

2024/4/30 （公財）日本賃貸住宅管理協会 〇

伊根町
2025/4/1 （同）ＧＵＲＩ 〇

2025/4/25 （株）沢田電気 〇



○京都再エネコンシェルジュ認証制度

家庭で導入できる再エネを提案する方を、「京都再エネコンシェルジュ」として認証し、

府民からの太陽光発電、太陽熱温水器及び薪・ペレットストーブなどの家庭で導入できる再生可能エ

ネルギーの導入に関する相談に対応するとともに、府民に対して積極的に適切な設備導入の提案を

行う。

【認証実績】 ※各年度の４月１日時点

６）カーボンニュートラル

14．【京都府】自立型再生可能エネルギーの導入推進 〈再掲〉

年度 認証者

2020（R2） 184

2021（R3） 170

2022（R4） 206

2023（R5） 209

2024（R6） 215

2025（R7） 187

＜事業主体や担い手の役割＞



15．【京都府・市町村】住宅の耐震化支援（その２） 〈再掲〉

○京都府木造住宅耐震診断士派遣事業（木造住宅）
 京都府木造住宅耐震診断士を市町村が派遣して耐震診断等を実施

【対象住宅】 （以下のすべての条件を満たすもの）

・昭和56年5月31日以前に着工したもの

・木造住宅で、延べ床面積の2分の1以上を住宅

として使用しているもの

・自己診断の結果、倒壊等の危険性が高いもの

【耐震診断実績】

７）災害対策等の推進 ＜事業主体や担い手の役割＞

年度 戸数（戸）

2020（R2） 327

2021（R3） 312

2022（R4） 439

2023（R5） 452

2024（R6） 1,077



■ 地域特性の発揮



16．次世代下宿「京都ソリデール」事業

＜地域特性の発揮＞

 ○事業概要

大学生等へ低廉で質の高い住宅の確保と自室の一室を提供する高齢者との

交流を図る異世代同居マッチングシステム

  

 ○同居実績 （延べ７０組）

 ○新規同居

同居者内訳 高齢者   女性単身３６世帯、夫婦世帯３０世帯、男性単身４世帯

 大学生等 女子４３人、男子２７人

１）地域の課題に対応した取組の推進

2020（R2） 2021（R3） 2022（R4） 2021（R5） 2022（R6）

新居同居（組） ９ １３ ８ ２ ３

高齢者大学生等

高齢者宅

空き室マッチング

低廉な家賃で入居

空き室の提供

経済的負担の軽減 空き室の活用

生活のはり

知識の交流

安心感

話し相手ができる

住宅政策課
（計画係）

更新済み



17．八幡市男山団地における地域と一体となった団地の再生（その１）

＜地域特性の発揮＞１）地域の課題に対応した取組の推進

○ＵＲ男山団地再生事業

 関西大学、ＵＲ都市機構、八幡市、京都府の４者は、「住みたい、住みつづけたい、男

山」を目指して、平成25年10月に「男山地域まちづくり連携協定」を締結し、10年以上に渡り

男山地域の再生に取り組んでいる。

【UR男山団地の概要】

交通

京阪本線「樟葉」駅から京阪バス約８分

京阪本線「石清水八幡宮」駅から京阪バス
約11分
「中央センター前」下車他

所在地 京都府八幡市男山竹園 他

構造
鉄筋及び鉄骨鉄筋コンクリート造
５・８・10・11・14階建（147棟）

管理戸数 4,594戸

完成年月 1972（S47）年３月～1976（S51）年７月 住戸型式 １Ｒ～３ＤＫ

男山団地外観 リノベーション住戸 団地集会所活用イベント

八幡市
（市民協働推進課）

更新済み



18．八幡市男山団地における地域と一体となった団地の再生（その２）

＜地域特性の発揮＞１）地域の課題に対応した取組の推進

 2021(R3)

・関西大学外国語学部との多文化共生に向け協働した取組を開始

2022（R4）

・UR男山団地の集会所を活用し、ベトナムの言語、文化に触れる多文化共生のイベントを開催

2023(R5)

・過去に実施した関西大学によるUR住戸リノベーションの住まい方調査を実施したほか、調査内容

をまとめたリーフレットを作成

2024（R6）

・UR男山団地内において「モルック」をと通したコミュニティ形成

を目的に、団地自治会と協働したモルックイベントを開催

 2025（R7）

・ 関西大学、ＵＲ都市機構、八幡市、京都府の４者

によるUR男山団地内の緑道活用を始め団地の魅力

向上を目的としたイベント「緑道よりみちマルシェin

男山」を開催
「緑道よりみちマルシェin男山」の様子

八幡市
（市民協働推進課）

更新済み



19．久御山町における優良田園住宅の建設の促進

＜地域特性の発揮＞

〇優良田園住宅の建設の促進に関する法律（平成10年法律第41号）に基づくもので、国民

 が健康的でゆとりのある生活を送ることができるよう、農山村地域等において優良な住宅

の建設を促進することを目的とする

〇優良田園住宅

 農山村地域、都市の近郊その他の良好な

 自然環境を形成している地域に所在する一戸建

 の住宅で、一定の基準※を満たすもの
※敷地面積３００㎡以上、建蔽率３０％以下、

容積率５０％以下、３階建て以下のものなど

 

〇久御山町では、平成３１年４月に基本方針を策定

〇建設計画の認定実績はないが、基本方針において、現時点では、久御山町都市計画マス

 タープランにおける「住街区促進ゾーン」と同区域を優良田園住宅対象区域として計画

１）地域の課題に対応した取組の推進

更新済み

住宅政策課



20．堀川団地における伝統産業の振興と商店街活性化が一体となった団地の再生

＜地域特性の発揮＞

○堀川団地再生事業

 日本初の鉄筋コンクリート造の店舗付集合住宅である堀川団地においては、築60年以

上が経過し、老朽化が著しく、耐震性が劣ることから、４棟改修、２棟建替の再生方針を決

定し、 「アートと交流」をテーマに、賑わいと活力のある団地づくりに取り組んでいる。

〇令和４年度より 「アートと交流」をテーマに堀川・西陣地域、堀川商店街活性化を目指し、

様々な展覧会やイベント、ワークショップ等を開催

2022（R4）

〇西陣の綴織職人さんを講師に招き、

親子ワークショップを開催

2024（R6）

〇堀川、堀川商店街、西陣地域で活動している人、団体

によるトークセッションの開催

１）地域の課題に対応した取組の推進

更新済み

住宅整備課
（整備係）



21．【京都府・市町村】空き家の活用による移住促進（その１） ＜再掲＞

＜地域特性の発揮＞

○移住促進特別区域の指定

市町村と連携し、空家及び農地の活用による移住者の受入に積極的な地域へ移住支援を実施

【指定状況（累計）】

○登録空家マッチング成立数

府の登録する空家（市町村から府へ申請）が入居に至った件数

【マッチング実績】

○移住促進住宅整備事業（京都で「夢実現」住まいづくり事業）

移住者が登録空家を賃借又は購入し、自ら居住する目的で行う改修を支援（府1/2）

【補助実績】

１）地域の課題に対応した取組の推進

年度 2020（R2） 2021（R3） 2022（R4） 2023（R5）

指定市町村（区域） 16（103） 16（103） 16（114） 16（118）

年度 2020（R2） 2021（R3） 2022（R4） 2023（R5）

件数（補助額） 73
（63,715千円）

86
（75,182千円）

73
（64,912千円）

93
（81,621千円）

年度 2020（R2） 2021（R3） 2022（R4） 2023（R5）

件数 132 126 119 131



22．【京都府・市町村】空き家の活用による移住促進（その２） ＜再掲＞

＜地域特性の発揮＞

○空家流動化促進事業

移住促進特別区域の空き家について、所有者が移住者を居住させるために家財道具の撤去などを

行う場合、その撤去費などを補助（市町村間接補助）

【補助実績】

【指定状況（累計）】

(参考１） 「こだわりの住まい」まちづくり事業（京都で「夢実現」住まいづくり事業）

市町村が行う移住者の確保を目的とした住宅整備（新築・改修等）を支援（府1/2）

【補助実績】

（参考２） 企業連携移住促進事業（京都で「夢実現」住まいづくり事業）

企業等が行う移住者の確保を目的とした住宅整備（新築・改修等）を支援（府1/2）

【補助実績】

１）地域の課題に対応した取組の推進

年度 2020（R2） 2021（R3） 2022（R4） 2023（R5）

件数（補助額） 73
（3,617千円）

79
（3,945千円）

73
（3,635千円）

68
（3,400千円）

年度 2020（R2） 2021（R3） 2022（R4） 2023（R5）

件数（補助額） 1（600千円） 10（6,000千円） 1（600千円） 4（2,400千円）

年度 2020（R2） 2021（R3） 2022（R4） 2023（R5）

件数（補助額） 0（0千円） 0（0千円） - -



23．きょうと地域連携交付金

＜地域特性の発揮＞２）各種団体との連携や活動支援

24．南丹市地域定住促進拠点施設整備事業

○事業概要

空き家を活用し、地域団体が移住者向けの

お試し住宅（短期間居住または滞在する施設）

など定住促進拠点施設とするために必要な

改修を行う場合、その改修費を補助

○対象者

複数の区（自治会）により構成された地域団体

○補助金額

改修費に対して２/３以内（１物件300万円以内）

○実績

年度 定住促進拠点施設

R4 お試し住宅・地域交流スペース
「吉富お試しハウス・プロジェクト」

○事業概要

府と市町村、市町村相互の連携を強め、一体と
なった地域づくりを推進していくため、市町村が取
り組む事業を支援

○交付対象事業

①府の施策との相乗効果を発揮し、共に地域課

 題の解決に取り組む市町村の独自事業

②連携協約・協定等に位置づけられた市町村間

 の連携事業

③市町村における行財政コスト削減・効率化に

 資する事業 等

○実績

年度 交付実績（件）

2020（R2） ５４７

2021（R3） ５６０

2022（R4） ５３１

2023（R5） ５４３

更新済み

住宅政策課・計画係
（フォローアップ）



25．京町家の保全及び継承の推進

＜地域特性の発揮＞３）景観や建築文化など京都の特性を活かした施策の展開や取組支援

26．地域特性を活かしたまちづくり活動の促進

○まちづくりフォーラムの実施

京都府景観条例制定後の景観まちづくり団体の

活動報告や課題共有、府民啓発等を目的に実施

○景観アドバイザーの派遣

 府民が取り組む景観まちづくり活動に対して、

 景観に関する専門的な知識、資格、経験を持つ

 アドバイザーを派遣（計23名）

年度 市町村 フォーラム内容

R4
京田辺市

「にぎわいが生み出すまちなか景
観の可能性」

※令和２年度はコロナのため開催中止

更新済み

都市計画課
（計画係）

R3とR5は実施してい
ない

更新済み

京都市
まち再生・創造推進室

○京都市京町家の保全及び継承に関する条例
歴史都市・京都の歴史、文化並びに町並みの象
徴である京町家の保全及び継承を、多様な主体
との協働の下に推進していくことを目指し、平成29
年11月に制定
※ 京町家の取壊しの危機を事前に把握し、保全・継承に繋げる仕組みや、条例に基づ

 く京町家や区域の指定制度を盛り込んだ条例

○京都市京町家保全・継承推進計画

京町家の保全・継承に関する取組を総合的かつ
計画的に実施するため、京都市京町家保全・継承
審議会での審議を踏まえ「京町家保全・継承推進
計画」を平成31年2月に策定

令和6年度に京町家の状況調査を実施し、滅失に歯止
めがかかっていない状況を確認したため、現在、計画
改定に向け議論を進めているところ。



27．京都府景観資産登録制度

＜地域特性の発揮＞３）景観や建築文化など京都の特性を活かした施策の展開や取組支援

・関する資源の発見、共有、発信と地域力の再生や良好な景観形成に向けた地域の活動支援と顕彰を目的と地域の
良好な景観にした制度
・類似制度を有する京都市を除く府域全域で適用

支援策等

登録対象・基準等

登録対象

○良好な景観を形成している、又は、形成してい
くと認められる建造物、樹木その他の物件又は
これらを含む区域

＜対象イメージ＞
①建築物・工作物等の単体施設
②まちなみ、集落、田園等の面的対象
③眺望景観（特定の視点場からのﾊﾟﾉﾗﾏ景観）

登録基準

①自然、歴史、文化等からみて景観上の特徴を有
し、地域の良好な景観の形成に重要なもの

②道路等の公共の場所から容易に眺めることがで
きるもの

規制事項 現状改変等についての条例上の規制事項はなし

登録前

府景観
施策

■景観アドバイザーの優先派遣
・保存活用計画書の作成時及び登録後の保全活

動に関する取組についての助言及び支援

■景観資産に係る情報発信、共有
・ホームページへの掲載、一定数集積した段階

で冊子作成、景観資産をテーマとするシンポ
ジウムでの紹介やパネリストでの参加等

登録後

関連
施策

■府・市町村の関連施策の活用
・まちづくり交付金（国、市町村未来づくり交

付金（府）の活用）
・市町村広報誌等でのPR並びに農林、観光及び

文化財等の関連制度の活用 等

景観資産のイメージの一例

八千代作成

更新済み



28．街なみ環境整備事業

＜地域特性の発揮＞３）景観や建築文化など京都の特性を活かした施策の展開や取組支援

○城下町・港町の風情と人情溢れる景観まちづくりを実施（宮津市）

【事業地区】

宮津市街地・文珠・府中地区

【事業期間】

平成23年度～令和７年度

【実施事業】

・協議会活動助成

・街なみ整備事業

（道路美装化、側溝整備、

街路灯修景 等）

・街なみ整備助成事業

（建物外壁・外構等の修景整備）

【総事業費】

約６.８４億円

○事業概要

住環境の整備改善を必要とする区域において、地方公共団体及び街づくり協定を結んだ
住民が協力して美しい景観の形成、良好な居住環境の整備を行うことを支援する事業

更新済み

宮津市
（都市住宅課）

宮津市HPで事業概要や
総事業費等内容確認



29．堀川団地における外観デザインコントロールや京都モダン建築祭での公開

＜地域特性の発揮＞

○マスターアーキテクトによる外観デザインコントロール

マスターアーキテクト※を設定し堀川団地全体の外観デザインコントロールを行うことにより、
外観デザインの統一感、堀川通りにおける街並みの調和を図るため、 堀川団地再生に係る
外観デザインガイドラインの策定

※広域に及ぶ建築物を複数の設計者がデザインする際に、デザインコントロールする建築家

2020（R2）

・令和２年以降、空店舗に新規出店者が入居する際に、デザインガイドラインを元に配慮

【堀川通に面するデザインコントロール】

・壁面の位置は柱の中心を外壁ラインとしてセットバック

・１階の外壁は壁面全長の８割以上を開口部または、

開口部表現となるようにする

2021（R3）

・上長者町団地跡地に大垣書店を建設

〇京都モダン建築祭での公開

2022（R4）～

・堀川団地のガイド付き見学ツアーやパスポート公開などを実施し、建築文化の醸成に貢献

３）景観や建築文化など京都の特性を活かした施策の展開や取組支援

大垣書店 堀川新文化ビルヂング店

更新済み

住宅整備課
（整備係）
住宅政策課
（計画係）



30．京都府総合計画８つのプロジェクト

＜地域特性の発揮＞

府域の均衡ある発展を図るためには、府域で進む基盤整備の効果を活用するとともに、
市町村単位を越えた広域連携の取組が重要

３）景観や建築文化など京都の特性を活かした施策の展開や取組支援

八千代作成

更新済み



■ 住情報の提供・住教育



31.すまいと防災を学ぶ耐震啓発イベント

〇耐震フェア

京都府と各市町村が連携し、府民に向けて住宅
の耐震化を促進するために開催している啓発イベン
トで、住宅の耐震診断や耐震改修の必要性を伝え
ながら、専門家相談や展示を通じて地震への備えを
促す取り組みとして実施している。

■実施内容（耐震フェア 2025 in MOMOテラス）

京都府、京都市、周辺市町が共同で開催

・建築専門家による耐震化の無料相談

・耐震診断の申込み相談（主催市町の住宅が対象）

・展示（パネル・パンフレット・啓発マンガ、活断層地図、

 木造軸組模型等）

・体験コーナー（模型を使った地震再現、「紙ぶるる」などの

ワークショップ）

・防災展示（感電ブレーカー、家具転倒防止器具、災害備蓄

物資の配布等）

１）住教育に係る幅広な取組 ＜住情報の提供・住教育＞

更新済み

建築指導課
（防災係）

32.出前語らいによるすまいの耐震啓発の取り組み

〇出前語らい

府政の透明性向上と府民参画を促すため、府職
員が地域に出向き施策の説明や意見交換を行う
取組。重点施策から身近な暮らしの内容まで405
のテーマが用意され、府職員が直接説明し疑問に
応える。

■実施内容（R6.建築指導課）

耐震診断事業及び耐震改修工事について

・能登半島地震の被害状況

・当該開催市における地震被害想定

・木造住宅の耐震化に関する補助メニュー



33．住まいに関する基礎的知識・知恵や環境への配慮など京都らしい暮らし方を学ぶ機会の提供

○京都市安心すまいづくり推進事業

 京都市では、住まい方及びくらし方に関する知識を広め、良好な居住環境づくりを目指す

 「京都市安心すまいづくり推進事業」の一環として、すまいについて学んでいただく講座

 「すまいスクール」や相談会を実施（京都市主催）

【講座・相談会開催実績】

１）住教育に係る幅広な取組 ＜住情報の提供・住教育＞

令和２～５は、

コロナの影響により、
開催回数が少ない

（京都市）

更新済み

京都市住宅政策課

年度 交付実績（件）

2020（R2） 5

2021（R3） 4

2022（R4） 3

2023（R5） 4

2024（R6） 5



34．京都府住宅供給公社への住宅相談業務委託

○住宅相談事業

府民から寄せられた住宅に関する疑問やトラブ
ルに係る様々な相談に対し、

相談窓口（府住宅供給公社へ委託）の相談員が
問題解決に向けた適切なアドバイスを行うととも
に、弁護士、建築士がより専門性の高い相談内
容についても対応

【一般相談】        

月曜日～金曜日の9:00～12:00 /13:00～17:00 

  

【相談料金】

無料

【弁護士相談】

毎週木曜日の13:30～16:30（要予約）

【建築士相談】

毎月第３水曜日の13:30～16:30（要予約）

                

２）住生活に係る各種相談窓口の連携・一元化、専門家との連携等 ＜住情報の提供・住教育＞

○京（みやこ）安心住まいセンター

京都市が設置する住まいのワンストップ総合窓口
で、安心・安全な住まいづくりを支援するための相
談や情報提供を行う機関。

賃貸・売買・建築・リフォーム・マンション管理など、

幅広い「すまいの相談」を受け付け、必要に応じて

専門家による無料相談につなぐ。

また、耐震・省エネ支援や高齢者の住まい探しなど
も実施。

【開館日時】

水・第３火曜日・祝日・年末年始（12月29日～1月4
日）を除く、9:30～17:00

【相談料金】

無料

【建築士・弁護士相談】

あり

                

更新済み

京都市住宅政策課
（計画係）

更新済み

京都市

35．京都市のすまい相談窓口



36．（参考）京都府内の相談所・センター概要

２）住生活に係る各種相談窓口の連携・一元化、専門家との連携等 ＜住情報の提供・住教育＞

住宅リフォーム・
紛争処理支援セ
ンター

京都府宅建業協
会

京都弁護士会 法テラス京都
京都府消費者
生活安全セン
ター

相談日時
月～金

10:00-17:00

＜本部＞
毎週金

13:00-15:30
＜北部＞
第１・第３金
13:00-15:30

月～金
9:15-12:00/13:00-

16:30

法テラス京都
月・水～金

10:00～15:05

月～金
9:00-16:00

相談対応 電話 電話、来所 来所 電話、来所
電話、来所、
メール、LINE

相談料金 無料 無料 有料 一部無料 無料

弁護士
相談

あり なし あり あり あり

建築士
相談

あり なし なし なし なし

更新済み



37．（参考）住宅確保要配慮者に対する相談窓口

○住宅確保要配慮者居住支援法人

住宅セーフティネット法に基づき、住宅確保要配

 慮者の賃貸住宅への円滑な入居を促進するた

めの支援事業※を行う法人又は会社を、知事が

指定（法第59条）

※①登録住宅の入居者への家賃債務保証

   ② 賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談

     ③ 見守りなど要配慮者への生活支援

     ④ 賃貸人への賃貸住宅の供給の促進に関する

情報提供

     ⑤ 残置物処理等（モデル契約条項を活用して実施）

     ⑥ ①～⑤に付帯する業務

【指定実績】 ４７法人（R８年２月現在）

３）住生活に係る各種相談窓口の連携・一元化、専門家との連携等 ＜住情報の提供・住教育＞

○高齢者等入居サポーター

  高齢者等の民間賃貸住宅への円滑な入居の促

進を図るため、民間賃貸住宅の賃貸人及び民間

賃貸住宅への入居を希望する高齢者等に対する

助言並びに安心居住を推進する各種制度の情報

提供等努める高齢者等入居サポーターを登録 

（Ｈ27年度～）

【登録要件】 ・宅地建物取引業等の従業者

  ・趣旨に賛同し、「誠実に相談者に

  対応する」等の宣言書を提出

【登録実績】 72名（R７年12月末現在）

高齢者等入居サポーター

高齢者等への
情報提供・助言

賃貸人への
情報提供・助言

※国土交通省HPより

更新済み

京都市住宅政策課
（計画係）



38．住教育支援の取組（京都市）

〇住教育支援のための教材貸出

（京（みやこ）安心住まいセンター）

京都市内の小・中・高等学校における、
住分野教育を支援することを目的に、授業
等で使用する教材の貸し出しを行っている。

３）住生活に係る各種相談窓口の連携・一元化、専門家との連携等 ＜住情報の提供・住教育＞

39．住まいに関する情報提供の取組（京都市）

〇京（みやこ）すまいの情報ひろば

京都市のすまいに関する情報を集約したウェブ
サイトで、家の新築・購入・リフォームや分譲マン
ション管理に関する基礎知識、イベント情報などを
掲載。京（みやこ）安心住まいセンターとさまざまな
団体が住まいに関する情報を発信し、人と住まい
をつなぐ情報広場として運営されている。

年度 交付実績（件）

2020（R2） 9

2021（R3） 10

2022（R4） 12

2023（R5） 4

【貸出件数】

更新済み

京安心すまいセンター
HP/フォローアップ

出典：京（みやこ）すまいの情報ひろば

更新済み

京（みやこ）すまいの情報
ひろばHP



40．悪徳商法等への注意喚起（近畿県内自治体）

近畿圏内の自治体（2府4県および各市区町村）は連携し、高齢者や若者を狙った悪徳
商法や消費者トラブルに対する注意喚起を共同で実施

３）住生活に係る各種相談窓口の連携・一元化、専門家との連携等 ＜住情報の提供・住教育＞

地域連携の強化

〇府県（大阪府・兵庫県など）と県内市町、消費生活センターが共同で実施
〇警察署と協力した防犯啓発活動や、特殊詐欺・悪質商法への注意喚起を強化

高齢者悪質商法被害防止共同キャンペーン

〇兵庫県など近畿の自治体は、特に被害が多い高齢者を対象に、9月を「高齢者悪質商法被害防止
キャンペーン月間」とし、ポスターやチラシ配布、啓発キャラバンなどを連携して実施

高齢者向け「悪質商法撃退ハンドブック」（京都市） 消費者啓発チラシ「ちょっと待った その契約 知っておこう その手口」（京都市）



41．悪徳商法等への注意喚起（京都府）

３）住生活に係る各種相談窓口の連携・一元化、専門家との連携等 ＜住情報の提供・住教育＞

「特定商取引に関する法律（特商法）」や「京都府消費生活安全条例」、
「不当景品類及び不当表示防止法（景品表示法）」に違反する疑いのある事業者や
その表示に関する情報について、府民の皆様からの情報提供を受け付けている

※URL：https://www.pref.kyoto.jp/shohise/280526.html

悪質商法通報サイト 不当表示通報サイト

■悪質商法の事例 ■不当表示の事例

・インターフォン越しに、「こんにちは。近くでリフォー
ム工事をしていますが、お宅の屋根瓦が傷んでいるのが
見えました。」「無料で屋根を点検いたします。」等と
告げ、販売目的を隠したり、不実のことを告げて、屋根
改修工事を契約させる事業者。

・インターネット検索で「簡単に稼げる副業」という広告
を見つけ、無料通話アプリで友だち登録したところ、通
話着信があって、「この副業は絶対儲かるが、そのため
にはサポート契約が必要」と告げ、中身がよくわからな
い30万円の契約締結を迫ってきた事業者。

・電話で「お宅に不要な衣類等はありませんか。何でも買
い取ります。」等と告げ、了承すると、家に勝手にあが
り込み、「こんな古着は買い取れない。貴金属はないの
か。」等と告げ、強引に指輪を買い取っていく事業者。

・実際には、国産有名ブランド牛ではない牛肉であるにもかか
わらず、あたかも「国産有名ブランド牛の肉」であるかのよ
うにメニューに表示している事業者。

・サプリメントを飲むだけで、あたかも食事制限や適度な運動
をすることなく痩せられるかのような広告を表示している事
業者。

・エステのホームページに、施術をしなくても、直ちに小顔に
なるかのように表示している事業者。

・水漏れ修理やロードサービスなどのレスキュー系サービスに
ついて、Webページ上では「基本料金2000円～」「見積無料」
などと、あたかも安価な価格で提供可能であるかのように表
示しているが、実際には2000円で済むケースは皆無で、何十
万円といった高額の作業代金を請求してくる事業者。

京都府HPより抜粋
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